
林野庁 関東森林管理局 伊豆森林管理署

伊豆森林管理署管内の直轄治山事業における取組

（伊豆市湯ヶ島字本谷川上流 治山事業施工地）

資料５



伊豆森林管理署では、伊豆半島の中央に位置する約1万7千ha（内狩野川流域7千3百ha)の国有林を管理してい
ます。うち人工林は75％で、天然林は天城山の稜線部分に集中しています。主な水系は、田方平野を経て駿河湾
に注ぐ狩野川、東部沿岸に注ぐ河津川、白田川、西部沿岸に注ぐ那珂川、仁科川があり、国有林はこれら河川の
源流部に位置しています。国有林野の96％が水源涵養保安林に指定されており、水資源の確保のため重要な役割
を担っています。

伊豆森林管理署の国有林位置と森林の状況

人工林齢級構成についてみると。１～4齢級の若
齢林分が13％、利用期を迎えた9齢級以上が86％
を占めています。

人工林・天然林の区分（面積比）

(約4,000ha)

(約11,000ha)

人工林・天然林の区分（材積比）

人工林・天然林の分布

人工林の齢級構成

主な樹種別の材積
ヒノキ1,703千m3
ス ギ1,578千m3
広葉樹（ブナ）141
千m3となっていま
す。
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地質は、伊豆半島の南部は古第三紀や新第三紀の砂
岩、泥岩、礫岩、安山岩等の海底火山活動の堆積物に
よって構成されています。北部は天城山系の新生代第四
紀の火山活動による火山岩の安山岩類、玄武岩類から構
成されています。

伊豆森林管理署管内国有林の地質と気象
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天城山

2018年から2021年
にかけての天城山年
間降水5,000mmを超
え、温暖化等により
増大するおそれ

気象は、東・西・南の三方が海に囲まれ、黒潮の
影響を受けて海洋性気候を呈し、温暖で寒暖の差も
比較的少ない。年降水量は3,000mm内外で多雨地帯
として全国有数です。また、年平均気温は16℃内外
を示し、高温多湿で植物の生育には好適な気象条件
を備えています。

地形図
天城山

気象庁 静岡県の気象より
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治山事業の内容
治山事業は、森林の維持造成を通じて山地災害から国民の生命・財産を保全するともとに、

水源のかん養、生活環境の保全・形成等を図る重要な国土保全政策の一つです。

治山事業の定義

保安林の指定目的を達成するために行う治山
施設の設置、機能が低下した森林の整備によ
る森林の維持造成事業

（※）森林法第25条第1項第1号～7号の保安林の指定目的
①水源のかん養
②土砂の流出の防備
③土砂の崩壊の防備
④飛砂の防備
⑤風害、水害、潮害、干害、雪害又は霧害の防備
⑥雪崩又は落石の危険の防止
⑦火災の防備

地すべり防止区域（保安林等の存する区域に限る）内に
おける地すべり防止施設の新設、改良等

（森林法第10条の15）

保安施設事業
（森林法第41条）

第41条第３項に規定する保安施設事業
及び地すべり等防止法第51条第1項第2
号に規定する地すべり地域又はぼた
山に関して同法第3条又は第4条の規定
によって指定された地すべり防止区域
又はぼた山崩壊防止区域における同
法第二条第4項に規定する地すべり防
止工事又は同法第41条のぼた山崩壊防
止工事に関する事業

地すべり防止事業
（地すべり等防止法51条）

治山事業

治山事業の概要 林野庁関東森林管理局
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治山事業の実施体系
治山事業は、国が実施する直轄事業と、都道府県が実施する補助事業等とに大別されます。

林野庁

森林管理局

都道府県

森林管理署
（治山事業所）

治山センター

出先機関
（農林事務所等）

補助治山事業は、国が事業に要する費用の一部を補助することにより、都道府県が実施主体となって民有
林における荒廃山地の復旧整備・予防対策、流木対策、海岸防災林の整備等を実施します。（この他、都道
府県の裁量により農林水産業の基盤整備を実施する農山漁村地域整備交付金があります。）
民有林直轄治山事業は、国土の保全上特に重要であると認められ、事業の規模が著しく大であるとき、事

業が高度の技術を必要とするとき、又は事業の利害関係が一都府県にとどまらないときに、都道府県の要請
を受けて、国が民有林において実施します。
国有林治山事業は、我が国の国土面積の約2割、森林面積の約3割を占める国有林において、国が実施主体

となって荒廃山地の復旧整備・予防対策、流木対策、海岸防災林の整備等を実施します。

治山事業の実施形態

国有林直轄治山事業

民有林直轄治山事業

補助治山事業
農山漁村地域整備交付金

国 都道府県補助治山・農山漁村地域交付金 補助交付 1／2等

都道府県 国（森林管理局）民有林直轄治山事業 要請2／3（補助率）

国有林直轄治山事業 国（森林管理署） 10／10

治山事業の実施体系 林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署
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国有林では台風や集中豪雨等で被災した森林の再生（林地崩壊地の復旧・整備）、水源地域における荒廃地・荒廃
森林の整備、集落や農地等を気象害などから守るための防災林の造成などの治山工事を実施しています。

令和元年（2019年）東日本台風の影響による山腹崩壊（大見川支流筏場川右岸）

林地崩壊の発生 山腹工事施工中の様子 完成後

治山事業の主な工法（山腹工）

山腹工（林地崩壊地に構造物等を設置して森林に復旧）

崩壊を起こしている急な
斜面は、表面の土絶えず
動いているため、植物の
定着は困難です。植物が
生えたとしても大きく育
つ前に流されてしまいま
す。そこで、山腹工事
（法枠工、土留工、水路
工、筋工、マット伏工
等）を行うことで表土の
固定、植栽等により早期
に斜面の安定、緑化を図
ります。

林地崩壊の発生 工事の施工 施工後

林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署
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渓間工（治山ダム工等）

平成24年（2012年） 梅雨前線豪雨による渓流の荒廃と現在（狩野川支流猫越川右岸）

豪雨により荒廃した渓流 現在の治山ダム（2022.8現在）

階段状に施工された治山ダム

治山事業の主な工法（渓間工）

土砂を堆積させ渓流を安定化

治山ダムの施工により渓流が安定化台風等により荒廃渓流化

治山ダム等の施設の設置により、渓岸・渓床の浸食防止や山脚の固定を図り、森林の生育基盤を確保します。

林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署

（狩野川本谷川左岸）

-6-



狩野川流域内の国有林における治山工事
令和元年（2019年）東日本台風の影響による山腹崩壊（R4.8現在施工中）（狩野川上流本谷川左岸山腹）

林地崩壊の発生状況 令和2年～工事を実施

大量の被災木が発生

2022.8月現在 法枠工を施工中高所掘削機械による不安定土砂取り除き

伊豆署管内の国有林では、急峻
な山間奥地が多く、作業道等の
資材運搬路が作設できません。
このような場所ではケーブルク
レーン（索道）を使い掘削機械
（バックホー等）、資材等の運
搬を行います。

林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署

位 置 図

狩野川
持越川

天城トンネル
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治山流域別調査図（北伊豆流域・狩野川流域）

狩野川流域内の国有林における治山施設
狩野川流域内の国有林では、令和２年度までに、237基の渓間工（治山ダム・護岸工）、約90haの山腹工を実

施しました（R2治山流域別調査）。 今後も復旧治山事業においては、山地災害危険地区、保全対象（人家、道路、
農地）等に近接した箇所を中心に治山工事を実施していきます。

山腹工施工地

渓間工施工地荒廃地
・巨石積護岸工と山腹工の緑化（猫越川左岸）

・ワサビ田直上の山腹工の緑化(与市坂川上流)

・狭隘箇所の山腹工の緑化(R3施工長野川右岸)

林野庁関東森林管理

伊豆森林管理署
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下層植生により森林の土砂災害防止、水源涵養機能が向上

林野庁関東森林管理

伊豆森林管理署

流域治水対策としては、渓間、山腹工事はもとより、間伐等の森林整備を行って、森林が持つ土壌保全、土砂災害
防止、水源涵養機能の維持向上に努めています。

狩野川流域内の国有林内における森林整備

間伐の
実施

（伊豆市湯ヶ島字桐山）

下層植生の消失した森林

間伐等の森林整備

木材の生産性向上、安全性も考
慮した森林整備（列状間伐）

（伊豆市湯ヶ島字桐山）
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狩野川流域内の国有林における治山施設（治山事業による効果）
戦後、我が国の森林は大きく荒廃し、昭和33年の狩野川台風では、国有林で、1,000箇所以上の崩壊が発生す

る等の甚大な被害がありました。一方、令和元年の東日本台風では、崩壊は数カ所にとどまりました。過去から
の森林造成、治山対策により森林資源が充実し、森林の持つ土壌保全、土砂災害防止、水源涵養機能が一定程度
発揮されたと推察されます。

静岡県林業試験場報告第117号

静岡県林業試験場報告第117号より

狩野川台風における山地崩壊と荒廃渓流の分布

林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署
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大規模災害発生時における対応
大規模な災害が発生した場合、林野庁では、JAXA（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）との協定に基づ

き、人工衛星からの緊急観測で土砂移動等の箇所を把握し、その情報をヘリコプターによる被害調査に活用しま
す。また、当署では無人航空機（ドローン）、トータルステーション（測量機器）等を利用して、迅速な災害状
況の把握、治山施設の点検を行っています。

林野庁関東森林管理局
伊豆森林管理署

人工衛星からの観測 ヘリコプターからの観測 無人航空機・測量機器の活用

通信機器のエリア外といった状況下でも、山地災害発生状況
の情報収集および応急復旧対策が迅速に可能となるよう、令和
4年度より、「山地災害調査アプリ」を導入しています。
被害状況撮影時に位置情報、軌跡等が記録され、現場と林野

庁等とのリアルタイムな情報共有が可能となりました。

山地災害調査アプリの導入
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